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並びに基金運用状況審査意見書について 

 

 

   地方自治法第２３３条第２項及び２４１条第５項の規定により審査に付され

た平成２７年度栃木市一般会計及び特別会計決算並びに基金運用状況を審査しま

したので、その結果について、意見書を提出いたします。 
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平成２７年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出決算 

並びに基金運用状況の審査意見 
 

平成２７年度栃木市一般会計及び特別会計歳入歳出並びに基金運用状況の審

査の概要は、次のとおりである。 

 

１ 審査の対象 

平成２７年度 一般会計歳入歳出決算 

平成２７年度 国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 介護保険特別会計（保険事業勘定）歳入歳出決算 

平成２７年度 介護保険特別会計（介護サービス事業勘定）歳入歳出決算 

平成２７年度 下水道特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 農業集落排水特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 医療福祉モール特別会計歳入歳出決算 

平成２７年度 千塚町上川原産業団地特別会計歳入歳出決算 

 

２ 審査の期間 

平成２８年７月１１日から平成２８年８月１７日まで 

 

３ 審査の方法 

予算執行の適正さ、業務の効果・効率性、さらに市長マニフェストの実現

に対する有効性も踏まえ、下記により審査を行った。 

(1) 歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、関係諸帳簿の照合、点検。 

(2) 関係職員の意見聴取を踏まえた予算執行の適否に関する審査。 

(3) 財産に関する調書については、調書、関係帳簿等の照査、正確性の審査。 

(4) 基金の運用状況に関する調書については、関係諸帳簿・証ひょう書類の

照査、内容及び運用状況の審査。 

 

４ 審査の結果 

(1) 関係書類はいずれも法令の規定に準拠して作成されており、計数におい

ても正確であると認められた。 

(2) 会計帳簿及び証ひょう書類等を照査したところ、計数は正確で、内容は

妥当なものと認められた。 

(3) 予算の執行状況及び事務処理は、概ね適正であると認められた。また、
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財産に関する調書は、年度末現在高を明確に表示し、計数はいずれも正確

であると認められた。 

(4) 基金の運用状況は、基金出納簿及び関係証ひょう書類と符合し、それぞ

れの設置目的に従い、効率的に運用されているものと認められた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※意見書中の注意事項 

・比率（％）は、小数点以下第２位を四捨五入した。 

・構成比率においては、合計が１００となるよう一部調整したものがある。 

・０．１未満の数値は、「０．０」と表示した。 

・数値がない場合は「－」と表示した。 
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総 括 意 見 

 

平成２７年度新しい栃木市は、平成２２年の合併から数え市制５周年という

記念すべき年となった。一方、「平成２７年９月関東・東北豪雨災害」は、市内

各所に大きな爪痕を残し、現在も総力で復旧・復興に取り組んでいる。 

明暗はそれぞれとなったが、市民一体感の醸成を進める結果がもたらされ、

これまでの歩みをより着実なものとし、築き上げてきた成果を礎に、さらなるス

テップ・アップへの取り組みを始めたところである。 

平成２７年度の決算状況を見ると、一般会計と特別会計を合わせた総額は、

歳入１１３１億２５７１万５７９７円、歳出１０８１億３２１万５９５円であり、

歳入歳出差引額は５０億２２５０万５２０２円、翌年度へ繰り越すべき財源５億

４３７１万２６００円を差し引いた実質収支額は４４億７８７９万２６０２円と

なった。 

一般会計決算は、前年度と比較して歳入は１４億２３０８万７４２４円、歳

出は１４億６３１８万６３４０円の増となった。 

また、市税や分担金・負担金などの収入未済額は１９億５７６９万４４０６

円、不納欠損額については、一般会計全体で１億６７５９万９７２１円となり、

前年度よりともに減少しているものの高額に上っている。 

特別会計決算は、前年度比、歳入は２３億７５３７万７０５１円、歳出は２

３億１５５５万３２９０円の増となった。 

特別会計の収入未済額については、国民健康保険税、介護保険料、下水道使

用料、下水道受益者負担金等において顕著であり、特別会計全体における収入未

済額は１８億２６６８万９６６８円に、また、不納欠損額は１億８２３８万３８

４６円となった。 
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一般会計・特別会計を合わせると、収入未済額は３７億８４３８万４０７４

円、不納欠損額は３億４９９８万３５６７円とかなりの高額となったため、税負

担公平の原則からも、債権管理条例及び債権管理プランに基づいた徴収体制のさ

らなる強化を図り収納率の向上及び不納欠損処分の慎重かつ厳正な対処に努めて

いただきたい。 

平成２７年度の財政状況において、財政力指数及び経常収支比率は若干改善

されたものの、財政硬直化の一因になるとされる実質公債費率は上昇に転じてお

り、決して楽観視できるものではない。 

景況に目を転じれば、各種指標において下方修正や足踏みが見られ、マイナ

ス金利の導入や消費税の引き上げ延期など、依然として先行き予断を許さない不

透明な状況となっている。特に、市税収入が、前年度比９億３０７４万４６３６

円の減少となっていることも懸念されるところである。しかし、いかなる状況に

おいても地方自治体は、限られた財源の効率的・効果的な活用を図り、自治体運

営に取り組まなければならない。 

本市においては、様々な課題に的確に対応し、均衡ある発展と地域の特性を

活かしたまちづくりが行われつつあるものの、重要な課題である斎場再整備事業、

地方都市リノベーション事業などへの対応は、合併特例措置の縮減が開始され、

歳入の減少が見込まれていることから、今後の財政運営に多大な影響を及ぼすと

考えられる。 

ついては、持続可能で安定した自治体の構築を柱の一つとした財政自立計画

及び総合計画に掲げた諸施策を着実に推進し、行政本来の目的である市民福祉の

向上「若者が集い、まちがにぎわい、市民ひとり一人が明日への希望を持てる栃

木市」の実現に尽力されるよう望むものである。 

  



5 

 

 (1) 決算の概要 

ア 決算規模 

   一 般 会 計 703 億 9850 万 8401 円 

歳 入 1131 億 2571 万 5797 円   

  特 別 会 計 427 億 2720 万 7396 円 

 

   一 般 会 計 663 億 9886 万 3951 円 

歳 出 1081 億 0321 万 0595 円   

  特 別 会 計 417 億 0434 万 6644 円 

 

歳入歳出差引額（形式収支額）   50 億 2250 万 5202 円 

 

《歳入歳出決算状況》    

（単位：円） 

会 計 名 予 算 額 
決 算 額 

歳 入 歳 出 差 引 額 

一 般 会 計 72,665,053,000 70,398,508,401 66,398,863,951 3,999,644,450 

特 別 会 計 43,134,699,243 42,727,207,396 41,704,346,644 1,022,860,752 

 国 民 健 康 保 険 21,359,575,000 21,369,262,900 21,012,343,833 356,919,067 

後期高齢者医療 1,701,392,000 1,667,960,571 1,656,980,276 10,980,295 

介 護 保 険 （ 保 険 ） 13,735,369,000 13,328,661,240 13,062,331,893 266,329,347 

介 護 保 険 （ 介 護 ） 52,497,000 51,521,760 51,339,474 182,286 

下 水 道 5,279,000,800 5,371,932,026 4,999,123,775 372,808,251 

農 業 集 落 排 水 363,888,000 367,276,355 351,790,969 15,485,386 

医療福祉モール 47,081,000 47,077,413 47,077,413 0 

上川原産業団地 595,896,443 523,515,131 523,359,011 156,120 

合 計 115,799,752,243 113,125,715,797 108,103,210,595 5,022,505,202 
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一般会計・特別会計別決算構成図 

 

 

 

 

 

一般会計, 

70,398,508,401 , 

62% 

国民健康保険, 

21,369,262,900 , 

19% 

後期高齢者医療, 

1,667,960,571 , 

2% 

介護保険（保険）, 

13,328,661,240 , 

12% 

下水道, 

5,371,932,026 , 

5% 

《歳入》 

一般会計 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介護保険（保険） 

介護保険（介護） 

下水道 

農業集落排水 

医療福祉モール 

上川原産業団地 

一般会計, 

66,398,863,951 , 

61% 

国民健康保険, 

21,012,343,833 , 

19% 

後期高齢者医療, 

1,656,980,276 , 

2% 

介護保険（保険）, 

13,062,331,893 , 

12% 

下水道, 

4,999,123,775 , 

5% 

《歳出》 

一般会計 

国民健康保険 

後期高齢者医療 

介護保険（保険） 

介護保険（介護） 

下水道 

農業集落排水 

医療福祉モール 

上川原産業団地 
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イ 決算収支 

（単位：円） 

区分 一般会計 特別会計 合計 

①歳入決算額 70,398,508,401 42,727,207,396 113,125,715,797 

②歳出決算額 66,398,863,951 41,704,346,644 108,103,210,595 

③形式収支額 ①－② 3,999,644,450 1,022,860,752 5,022,505,202 

④翌年度へ繰り越すべき財源 529,104,600 14,608,000 543,712,600 

⑤実質収支額 ③－④ 3,470,539,850 1,008,252,752 4,478,792,602 

⑥前年度実質収支額 3,082,150,366 889,456,748 3,971,607,114 

⑦単年度収支額 ⑤－⑥ 388,389,484 118,796,004 507,185,488 

⑧財政調整基金積立金 1,533,009,426 10,534 1,533,019,960 

⑨繰上償還金 0 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 2,027,069,000 0 2,027,069,000 

⑪実質単年度収支額  

⑦+⑧+⑨-⑩ 
△ 105,670,090 118,806,538 13,136,448 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は５０億２２５０万５２０

２円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源５億４３７１万２６００

円を差し引いた実質収支額は４４億７８７９万２６０２円の黒字となった。 

   平成２７年度の実質収支額から前年度の実質収支額を差し引いた単年度収

支額は、５億７１８万５４８８円の黒字となった。 

   これに財政調整基金への積立金や取崩し額等を加除した実質単年度収支額

は、１３１３万６４４８円の黒字となっている。 
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   各会計間の繰入れ繰出しによる重複額を控除した純計決算規模は、次のと

おりである。歳入総額は１０６３億５２６８万３３３０円、歳出総額は１

０１３億３０１７万８１２８円となっている。 

 

《歳 入》 

（単位：円、％） 

年

度 

項目 

２７年度 ２６年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

70,398,508,401 

42,727,207,396 

113,125,715,797 

68,975,420,977 

40,351,830,345 

109,327,251,322 

1,423,087,424 

2,375,377,051 

3,798,464,475 

2.1 

5.9 

3.5 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

77,558,318 

6,695,474,149 

6,773,032,467 

36,340,703 

6,951,493,210 

6,987,833,913 

41,217,615 

△ 256,019,061 

△ 214,801,446 

113.4 

△ 3.7 

△ 3.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

70,320,950,083 

36,031,733,247 

106,352,683,330 

68,939,080,274 

33,400,337,135 

102,339,417,409 

1,381,869,809 

2,631,396,112 

4,013,265,921 

2.0 

7.9 

3.9 

 

 

《歳 出》 

（単位：円、％） 

年

度 

項目 

２７年度 ２６年度 

前年度比較 

増減額 増減率 

総
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

66,398,863,951 

41,704,346,644 

108,103,210,595 

64,935,677,611 

39,388,793,354 

104,324,470,965 

1,463,186,340 

2,315,553,290 

3,778,739,630 

2.3 

5.9 

3.6 

重
複
額 

一般会計 

特別会計 

計 

6,695,474,149 

77,558,318 

6,773,032,467 

6,951,493,210 

36,340,703 

6,987,833,913 

△ 256,019,061 

41,217,615 

△ 214,801,446 

△ 3.7 

113.4

△ 3.1 

純
計
額 

一般会計 

特別会計 

計 

59,703,389,802 

41,626,788,326 

101,330,178,128 

57,984,184,401 

39,352,452,651 

97,336,637,052 

1,719,205,401 

2,274,335,675 

3,993,541,076 

3.0 

5.8 

4.1 
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ウ 予算の執行状況 

   歳入決算額は１１３１億２５７１万５７９７円であり、総予算額１１５７

億９９７５万２２４３円に対して９７．７％の収入率、調定額１１７２億

６００８万３４３８円に対して９６．５％の収入率となっている。 

収入未済額は３７億８４３８万４０７４円であり、主なものは一般会計

１９億５７６９万４４０６円、国保特別会計１７億３１４２万３２５０円、

介護保険特別会計（保険事業勘定）５１３８万２３１０円、下水道特別会

計３４１９万２１０２円である。 

一方、歳出決算額は１０８１億３２１万５９５円であり、総予算額に対

し９３．４％の執行率となっている。 

不用額は４２億８９７７万６０４８円であり、主なものは一般会計３０

億２７７３万１４４９円、国保特別会計３億４７２３万１１６７円、介護

保険特別会計（保険事業勘定）６億７３０３万７１０７円である。 
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エ 財政の状況 

 

 財政力指数 経常収支比率 実質公債費比率 

27 0.72 93.3 9.6 

26 0.70 94.0 8.9 

25 0.714 89.1 9.1 

24 0.705 91.8 9.6 

           ※２５年度実質公債費比率については岩舟町との合算値 

 

■ 財政力指数 ０．７２ 

    基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の過去３年間の平均

値であり、これが１を超えるほどに財源に余裕があるとされている。（１

を超えると普通交付税の不交付団体となる。） 

 

■ 経常収支比率 ９３．３ 

   市税、地方譲与税、地方交付税を中心とする経常一般財源を義務的な

性格の強い人件費、扶助費、公債費等に充当した割合を示すもので、通

常７０～８０％の間にあり８０％を超えると財政が硬直化しているもの

とされている。 

 

■ 実質公債費比率 ９．６ 

   財政の健全性を評価するために用いられる指標で、この比率が高いほ

ど、将来、財政硬直化の一因となるとされている。 

 

上記の結果において、財政力指数及び経常収支比率は若干改善されたも

のの、実質公債費率は低下傾向から上昇に転じており、決して楽観視でき

る状況ではない。 

今後は歳入減少による財源不足が見込まれるため、財政自立計画に基づ

いた計画的・効率的な行財政運営に努め、財政の弾力性を確保し、行財政

の安定化を図られたい。  
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(2) 一般会計 

ア 決算の状況 

歳 入 決 算 額 703 億 9850 万 8401 円 （対予算現額 96.9.％） 

歳 出 決 算 額 663 億 9886 万 3951 円 （対予算現額 91.4％） 

歳入歳出差引額 39 億 9964 万 4450 円 （形式収支額） 

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 70,398,508,401 68,975,420,977 

②歳出総額 66,398,863,951 64,935,677,611 

③形式収支額  （①－②） 3,999,644,450 4,039,743,366 

④翌年度へ繰り越すべき財源 529,104,600 957,593,000 

⑤実質収支額  （③－④） 3,470,539,850 3,082,150,366 

⑥前年度実質収支額 3,082,150,366 3,687,714,537 

⑦単年度収支額 （⑤－⑥） 388,389,484 △605,564,171 

⑧財政調整基金積立金 1,533,009,426 2,564,091,661 

⑨繰上償還金 0 0 

⑩財政調整基金取崩額 2,027,069,000 2,602,427,000 

⑪実質単年度収支額（⑦+⑧+⑨-⑩） △ 105,670,090 △643,899,510 

 

   歳入総額から歳出総額を差し引いた形式収支額は３９億９９６４万４４５

０円であり、これから翌年度へ繰り越すべき財源５億２９１０万４６００

円を差し引いた実質収支額は３４億７０５３万９８５０円となっている。

実質単年度収支額は１億５６７万９０円の赤字となったが、前年度より減

少している。 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 72,665,053,000 71,477,996,863 1,187,056,137 

調 定 額 72,523,802,528 71,267,642,838 1,256,159,690 

収 入 済 額 70,398,508,401 68,975,420,977 1,423,087,424 

不 納 欠 損 額 167,599,721 175,580,225 △ 7,980,504 

収 入 未 済 額 1,957,694,406 2,116,641,636 △ 158,947,230 
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収 入 率 
対 予 算 96.9 96.5 0.4 

対 調 定 97.1 96.8 0.3 

 

   決算額は７０３億９８５０万８４０１円で、収入率は、予算現額に対して 

９６．９％、調定額に対して９７．１％となっている。 

歳入の主な構成は、市税２０９億９０２５万４４４円（２９．８％）、地

方交付税１１３億１００２万１０００円（１６．１％）、国庫支出金 ７８

億１７８５万３５８６円（１１．１％）、市債７３億２３５０万円（１０．

４％）、県支出金４９億８９７７万６７０３円（７．１％）、諸収入４２億

２５０万２３４９円（６．０％）、繰越金４０億３９７４万３３６６円（５．

７％）、繰入金３４億１３４０万３１８６円（４．９％）である。そのうち

寄附金の主なものは、豪雨災害復旧支援寄附金及びふるさと応援寄附金で

ある。ふるさと応援寄附金は、寄附金の使途を含めた本市の魅力発信が鍵

となるので、その発信とともに、制度周知に引き続き努められたい。 

不納欠損額は１億６７５９万９７２１円であり、その内訳は、市税１億

６２９９万２７４３円、使用料及び手数料２９６万２６４０円、分担金及

び負担金１１１万９６００円、諸収入５２万４７３８円である。 

収入未済額は１９億５７６９万４４０６円であり、その内訳は、市税１

５億７３２１万８１５２円、諸収入３億６６３万７５５２円、使用料及び

手数料６７８１万１８２２円、分担金及び負担金１００２万６８８０円で

ある。 

 

 【市 税】                       （単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 19,692,774,000 20,366,390,000 △ 673,616,000 

調 定 額 22,726,461,339 23,818,350,282 △ 1,091,888,943 

収 入 済 額 20,990,250,444 21,920,995,080 △ 930,744,636 

不 納 欠 損 額 162,992,743 170,098,333 △ 7,105,590 

収 入 未 済 額 1,573,218,152 1,727,256,869 △ 154,038,717 

収 入 率 
対 予 算 106.6 107.6 △ 1.0 

対 調 定  92.4  92.0    0.4 

 

市税収入額調によると、調定額に対する収入率は、市全体による滞納整

理の取組みにより、前年度より０．４ポイント向上したが、市税収入済額
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としては９億３０７４万４６３６円下回っている。 

市税は歳入の根幹を成すものであるので、今後も収入未済及び不納欠損

の解消を目指して、市税の一層の増収を図られたい。 

滞納者との交渉にあたっては、記録の作成を徹底し、滞納者の状況把握

を継続することが重要である。 

また、引き続き収入率向上に向けた県税事務所との連携強化を進めると

ともに、債権管理プランに基づく滞納整理による一層の取組みを求める。 

《科目別収入状況》 

（単位：円、％） 

     年度 

税目 

平成２７年度 平成２６年度 
対前年度増減額 

収入済額 構成比 収入済額 構成比 

市 民 税 9,487,310,105 45.2 9,600,921,575 43.8 △113,611,470 

固 定 資 産 税 9,614,461,188 45.8 9,921,061,008 45.2 △306,599,820 

軽 自 動 車 税 328,432,755 1.6 319,879,865 1.5 8,552,890 

市 た ば こ 税 1,194,364,346 5.7 1,197,986,070 5.5 △3,621,724 

鉱 産 税 3,029,600 0.0 3,605,200 0.0 △575,600 

特別土地保有税 0 0.0 50,000 0.0 △50,000 

入 湯 税 12,860,600 0.1 12,595,100 0.1 265,500 

都 市 計 画 税 349,791,850 1.6 864,896,262 3.9 △515,104,412 

計 20,990,250,444 100.0 21,920,995,080 100.0 △930,744,636 

 

市民税については、景気回復の状況から伸びを見込んだものの、前年度を下

回った。固定資産税については、地価の下落や評価替えに伴う既存家屋の経年

減価により、また、都市計画税については市内均一課税が導入され、平成２９

年度までの激変緩和措置に伴う減額のため減少した。

 

市民税, 9,487,310,105  

固定資産税, 

9,614,461,188  

軽自動車税, 

328,432,755  

市たばこ税, 

1,194,364,346  
都市計画税, 

349,791,850  

科目別収入状況構成図 
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固定資産税 

軽自動車税 

市たばこ税 

鉱産税 

特別土地保有税 

入湯税 

都市計画税 
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ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 72,665,053,000 71,477,996,863 1,187,056,137 

支 出 済 額 66,398,863,951 64,935,677,611 1,463,186,340 

執 行 率 ( ％ ) 91.4 90.8 0.6 

翌 年 度 繰 越 額 3,238,457,600 3,582,447,000 △ 343,989,400 

不 用 額 3,027,731,449 2,959,872,252 67,859,197 

 

   決算額は６６３億９８８６万３９５１円であり、予算現額に対して９１．

４％の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、民生費２１６億３３１３万１８０３円（３２．６％）、

教育費９３億６３２３万４６８９円（１４．１％）、総務費７５億５５８１

万５８５４円（１１．４％）、公債費６７億７１２７万４２６１円（１０．

２％）、土木費５６億５５６２万２３６６円（８．５％）、衛生費５５億７

３９６万７６３０円（８．４％）である。 

繰越額は３２億３８４５万７６００円であり、主なものは教育費９億９

７５３万円、民生費８億８２９６万７０００円、災害復旧費７億８５７１

万６００円、土木費３億１５５０万円、総務費１億２５６３万４４００円、

農林水産業費９８０１万５０００円である。特に、災害復旧費においては

関東・東北豪雨災害による繰越が主であることから、早期の対応を求める。 

不用額は３０億２７７３万１４４９円であり、主なものは民生費１０億

９５９５万６１９７円、教育費４億６５８４万７７１１円、総務費３億６

８７７万１７４６円、衛生費３億１５５１万４３７０円、土木費１億６０

３４万１６３４円である。 

 

《目的別構成状況》 

（単位：円、％） 

区 分 
２７年度 ２６年度 

対前年度増減額 
支出済額 構成比 支出済額 構成比 

１ 議 会 費 441,756,738 0.7 437,583,801 0.7 4,172,937 

２ 総 務 費 7,555,815,854 11.4 8,947,128,874 13.8 △1,391,313,020 

３ 民 生 費 21,633,131,803 32.6 20,530,707,879 31.6 1,102,423,924 

４ 衛 生 費 5,573,967,630 8.4 6,382,594,655 9.8 △808,627,025 



15 

 

５ 労 働 費 80,116,575 0.1 78,912,533 0.1 1,204,042 

６ 農 林 水 産 費 2,729,162,364 4.1 2,246,267,702 3.5 482,894,662 

７ 商 工 費 3,669,295,077 5.5 3,574,100,497 5.5 95,194,580 

８ 土 木 費 5,655,622,366 8.5 5,619,380,482 8.6 36,241,884 

９ 消 防 費 2,240,164,856 3.4 2,537,336,547 3.9 △297,171,691 

１０ 教 育 費 9,363,234,689 14.1 7,785,386,710 12.0 1,577,847,979 

１１ 災 害 復 旧 費 685,321,738 1.0 0 0.0 685,321,738 

１２ 公 債 費 6,771,274,261 10.2 6,796,277,931 10.5 △25,003,670 

１３ 予 備 費 0 0.0 0 0.0 0 

 合 計 66,398,863,951 100.0 64,935,677,611 100.0 1,463,186,340 

 

   目的別に見た歳出の構成比は、民生費３２．６％が最も高く、次いで教育

費１４．１％、総務費１１．４％、公債費１０．２％、土木費８．５％、

衛生費８．４％の順となっている。 
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(3) 特別会計 

 

国民健康保険特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 213 億 6926 万 2900 円 （対予算現額 100.0％） 

歳 出 210 億 1234 万 3833 円 （対予算現額 98.4％） 

形式収支額 3 億 5691 万 9067 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 21,369,262,900 19,239,987,652 

②歳出総額 21,012,343,833 18,755,484,495 

③形式収支額 （①－②） 356,919,067 484,503,157 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 356,919,067 484,503,157 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,359,575,000 19,252,351,000 2,107,224,000 

調 定 額 23,263,396,339 21,169,039,658 2,094,356,681 

収 入 済 額 21,369,262,900 19,239,987,652 2,129,275,248 

不 納 欠 損 額 162,710,189 214,508,297 △ 51,798,108 

収 入 未 済 額 1,731,423,250 1,714,543,709 16,879,541 

収 入 率 
対 予 算 100.0 99.9 0.1 

対 調 定 91.9 90.9 1.0 

 

   決算額は２１３億６９２６万２９００円で、収入率は、予算現額に対して

１００％強となり、調定額に対しては９１．９％となっている。 

歳入の主な構成は、共同事業交付金４６億７７９５万６５８９円（２１．

９％）、国民健康保険税４６億４３３７万９１４７円（２１．７％）、前期

高齢者交付金４２億３７０７万４２９５円（１９．８％）、国庫支出金４２

億３３９万４１９５円（１９．７％）、繰入金１５億８８４４万４２６９円

（７．４％）である。 
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収入未済額は１７億３１４２万３２５０円で、主なものは国民健康保険

税である。 

 

《国民健康保険税収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 ２５年度 

予 算 現 額 4,655,717,000 4,430,806,000 4,460,168,000 

調 定 額 6,536,227,310 6,353,381,627 6,622,572,598 

収 入 済 額 4,643,379,147 4,425,403,370 4,565,646,076 

不 納 欠 損 額 162,710,189 214,508,297 207,397,250 

収 入 未 済 額 1,730,137,974 1,713,469,960 1,849,529,272 

収 入 率 
対 予 算 99.7 99.9 102.4 

対 調 定 71.0 69.7  68.9 

※２５年度は合併前の栃木市と岩舟町の合計 

 

   国民健康保険税の収入状況をみると、調定額に対する収入率は７１．０％

と低く、収入未済額は１７億３０１３万７９７４円となっている。 

市税収入額調によると、国民健康保険税の収入率は、市全体による滞納

整理の取組みにより、前年度より１．３ポイント向上している。 

しかしながら、国民健康保険税の収入悪化は、いずれの自治体において

も重要な課題であり、本市においても財政運営に与える影響は大きいので

今後も保険担当課・課税担当課・収税担当課による共通認識のもと、全市

的な相互協力による、さらなる収入率の向上を図られたい。 

また、滞納者を放置することは完納者との公平性を欠くこととなるので、

滞納者への積極的な納税指導を行うとともに、債権管理プランに基づく滞

納整理による徴収の強化に努められたい。 

不納欠損額は１億６２７１万１８９円で、処分は地方税法等の規定に基

づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得な

いものと認められたが、初期の段階において有効な措置を講じるなど、不

納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 21,359,575,000 19,252,351,000 2,107,224,000 

支 出 済 額 21,012,343,833 18,755,484,495 2,256,859,338 

執 行 率 ( ％ ) 98.4 97.4 1.0 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 347,231,167 496,866,505 △ 149,635,338 

 

   決算額は２１０億１２３４万３８３３円で、予算現額に対して９８．４％

の執行率となっている。 

   歳出の主な構成は、保険給付費１２６億５５５３万５９５円（６０．

２％）、共同事業拠出金４７億３９０２万６１１円（２２．６％）、後期高

齢者支援金等２２億１９７８万８２１６円（１０．６％）、介護納付金９億

８６４万４４０８円（４．３％）である。 

不用額は３億４７２３万１１６７円で、主なものは共同事業拠出金１億

４３３８万５３８９円、保険給付費１億３９５０万１４０５円である。 

   近年の急速な高齢化の進展や医療技術の高度化等により、医療費は増加傾

向にある。そのため、療養給付費や高額療養費などの保険給付費は、今後、

さらに増大すると見込まれるため、引き続き適正な事業実施を図られたい。 
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後期高齢者医療特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 16 億 6796 万 0571 円 （対予算現額 98.0％） 

歳 出 16 億 5698 万 0276 円 （対予算現額 97.4％） 

形式収支額 1098 万 0295 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 1,667,960,571 1,660,187,900 

②歳出総額 1,656,980,276 1,648,055,096 

③形式収支額 （①－②） 10,980,295 12,132,804 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 10,980,295 12,132,804 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,701,392,000 1,699,635,000 1,757,000 

調 定 額 1,676,837,496 1,668,151,448 8,686,048 

収 入 済 額 1,667,960,571 1,660,187,900 7,772,671 

不 納 欠 損 額 1,212,200 1,197,898 14,302 

収 入 未 済 額 7,664,725 6,765,650 899,075 

収 入 率 
対 予 算 98.0 97.7 0.3 

対 調 定 99.5 99.5 0.0 

 

   決算額は１６億６７９６万５７１円で、収入率は、予算現額に対して９８．

０％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、後期高齢者医療保険料１１億５１５３万７９２５円

（６９．０％）、繰入金４億５９４８万１８８０円（２７．６％）である。 

収入未済額７６６万４７２５円は、すべて後期高齢者医療保険料である

が、滞納者の状況調査に努めるとともに、初期段階での有効な措置を講じ、

早期に解消を図ることを求める。 
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《後期高齢者医療保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 ２５年度 

予 算 現 額 1,173,690,000 1,186,591,000 1,155,091,000 

調 定 額 1,160,414,850 1,169,100,139 1,163,165,170 

収 入 済 額 1,151,537,925 1,161,136,591 1,152,758,331 

不 納 欠 損 額 1,212,200 1,197,898 1,212,700 

収 入 未 済 額 7,664,725 6,765,650 9,194,139 

収 入 率 
対 予 算 98.1 97.9 99.8 

対 調 定 99.2 99.3 99.1 

※２５年度は合併前の栃木市と岩舟町の合計 

 

   後期高齢者医療保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９９．

２％となっており、収入未済額は７６６万４７２５円となっている。 

市税収入額調によると、後期高齢者医療保険料の収入率は、ほぼ横ばい

となった。 

医療保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入率は高いが、

一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは完納者との公

平性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うとともに、債権管理

プランに基づく滞納整理による徴収の強化に努め、収入率の向上を図られ

たい。 

不納欠損額は１２１万２２００円で、すべて後期高齢者医療保険料であ

る。処分は高齢者の医療の確保に関する法律の規定に基づいて適正に処理

され、その内容は、生活困窮、所在不明等でやむを得ないものと認められ

たが、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向け

てより一層の取組みを求める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 1,701,392,000 1,699,635,000 1,757,000 

支 出 済 額 1,656,980,276 1,648,055,096 8,925,180 

執 行 率 ( ％ ) 97.4 97.0 0.4 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 44,411,724 51,579,904 △ 7,168,180 

 

   決算額は１６億５６９８万２７６円で、予算現額に対して９７．４％の執

行率となっている。 

   歳出の主な構成は、後期高齢者医療広域連合納付金１５億２３８３万９４

５円（９２．０％）、総務費８３９７万８３２８円（５．１％）、後期高齢

者健診事業費４４９５万３３０３円（２．７％）である。 

不用額は４４４１万１７２４円で、主なものは後期高齢者医療広域連合

納付金２１５３万７０５５円、後期高齢者健診事業費１６７７万７６９７

円である。 
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介護保険特別会計（保険事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 133 億 2866 万 1240 円 （対予算現額 97.0％） 

歳 出 130 億 6233 万 1893 円 （対予算現額 95.1％） 

形式収支額 2 億 6632 万 9347 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 13,328,661,240 13,075,048,316 

②歳出総額 13,062,331,893 12,841,033,175 

③形式収支額 （①－②） 266,329,347 234,015,141 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 266,329,347 234,015,141 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 13,735,369,000 13,270,307,000 465,062,000 

調 定 額 13,392,891,353 13,134,114,187 258,777,166 

収 入 済 額 13,328,661,240 13,075,048,316 253,612,924 

不 納 欠 損 額 12,847,803 12,640,738 207,065 

収 入 未 済 額 51,382,310 46,425,133 4,957,177 

収 入 率 
対 予 算 97.0 98.5 △ 1.5 

対 調 定 99.5 99.6 △ 0.1 

 

   決算額は１３３億２８６６万１２４０円で、収入率は、予算現額に対して

９７．０％、調定額に対して９９．５％となっている。 

歳入の主な構成は、支払基金交付金３４億５８８８万４６３２円（２６．

０％）、国庫支出金２９億６５４９万２１６７円（２２．２％）、保険料２

７億４６３０万５０２０円（２０．６％）、繰入金２１億２７９１万４００

０円（１６．０％）である。 

収入未済額５１３８万２３１０円はすべて保険料であり、昨年度に比べ

て増加している。このまま放置すると運営に支障を来たすおそれがあるの

で、初期段階での有効な措置を講じ、早期に解消を図ることを求める。 
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《介護保険料収入状況》 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 ２５年度 

予 算 現 額 2,772,604,000 2,317,901,000 2,228,900,000 

調 定 額 2,810,535,133 2,400,931,372 2,308,298,006 

収 入 済 額 2,746,305,020 2,341,865,501 2,247,709,084 

不 納 欠 損 額 12,847,803 12,640,738 12,769,730 

収 入 未 済 額 51,382,310 46,425,133 47,819,192 

収 入 率 
対 予 算 99.1 101.0 100.8 

対 調 定 97.7  97.5  97.4 

※２５年度は合併前の栃木市と岩舟町の合計 

 

   介護保険料の収入状況をみると、調定額に対する収入率は９７．７％とな

っており、収入未済額は５１３８万２３１０円となっている。 

市税収入額調によると、介護保険料の収入率は前年度より０．２ポイン

ト向上しており、市全体による滞納整理の取組みにより好転している。 

   しかしながら、介護保険料の収入の多くは年金からの特別徴収のため収入

率は高いが、一方で普通徴収による滞納が多い。滞納者を放置することは

完納者との公平性を欠くこととなるので、積極的に納付指導を行うととも

に、債権管理プランに基づく滞納整理に取組むなど徴収の強化に努め、収

入率の向上を図られたい。 

不納欠損額は１２８４万７８０３円で、すべて保険料である。処分は介

護保険法の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生活困窮、所在

不明等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において接触を図り

有効な措置を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求

める。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 13,735,369,000 13,270,307,000 465,062,000 

支 出 済 額 13,062,331,893 12,841,033,175 221,298,718 

執 行 率 ( ％ ) 95.1 96.8 △ 1.7 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 673,037,107 429,273,825 243,763,282 

 

   決算額は１３０億６２３３万１８９３円で、予算現額に対して９５．１％

の執行率となっている。 

歳出の主な構成は、保険給付費１２２億３１３１万８３３９円（９３．

６％）、総務費３億３５９８万２８４２円（２．６％）、地域支援事業費３

億１２万６１８７円（２．３％）である。 

不用額は６億７３０３万７１０７円で、主なものは保険給付費６億２２

１６万６６６１円、地域支援事業費３５４９万８８１３円、総務費１５１

５万３１５８円である。 
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介護保険特別会計（介護サービス事業勘定） 

ア 決算の状況 

歳 入 5152 万 1760 円 （対予算現額 98.1％） 

歳 出 5133 万 9474 円 （対予算現額 97.8％） 

形式収支額 18 万 2286 円  

 （単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 51,521,760 43,522,658 

②歳出総額 51,339,474 42,383,454 

③形式収支額 （①－②） 182,286 1,139,204 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 182,286 1,139,204 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 52,497,000 45,276,000 7,221,000 

調 定 額 51,521,760 43,522,658 7,999,102 

収 入 済 額 51,521,760 43,522,658 7,999,102 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算  98.1  96.1 2.0 

対 調 定 100.0 100.0 0.0 

 

   決算額は５１５２万１７６０円で、収入率は、予算現額に対して９８．

１％、調定額に対して１００．０％となっている。 

歳入の主な構成は、サービス収入４２８４万１３３０円(８３．２％）、

繰入金７５３万７０００円(１４．６%)である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 52,497,000 45,276,000 7,221,000 

支 出 済 額 51,339,474 42,383,454 8,956,020 

執 行 率 ( ％ ) 97.8 93.6 4.2 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 1,157,526 2,892,546 △ 1,735,020 

 

   決算額は５１３３万９４７４円で、予算現額に対して９７．８％の執行率

となっている。 

歳出は、すべて事業費である。 

この介護サービス事業勘定は、市が直営で運営している地域包括支援セ

ンターによる指定介護予防支援事業を実施するためのものであり、近年の

急速な高齢化の進展により、今後、ますます増大すると見込まれることか

ら、適正な事業実施を図られたい。 
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下水道特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 53 億 7193 万 2026 円 （対予算現額 101.8％） 

歳 出 49 億 9912 万 3775 円 （対予算現額 94.7％） 

形式収支額 3 億 7280 万 8251 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 5,371,932,026 4,843,181,243 

②歳出総額 4,999,123,775 4,690,456,418 

③形式収支額 （①－②） 372,808,251 152,724,825 

④翌年度へ繰り越すべき財源 14,548,000 6,700,800 

⑤実質収支額 （③－④） 358,260,251 146,024,025 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,279,000,800 4,958,438,200 320,562,600 

調 定 額 5,410,867,180 4,886,501,956 524,365,224 

収 入 済 額 5,371,932,026 4,843,181,243 528,750,783 

不 納 欠 損 額 4,743,052 5,996,209 △ 1,253,157 

収 入 未 済 額 34,192,102 37,324,504 △ 3,132,402 

収 入 率 
対 予 算 101.8 97.7 4.1 

対 調 定  99.3 99.1 0.2 

 

   決算額は５３億７１９３万２０２６円で、収入率は、予算現額に対して１

０１．８％、調定額に対して９９．３％となっている。 

歳入の主な構成は 繰入金２２億９２０５万１０００円（４２．７％）、

使用料及び手数料１２億２０１８万６３２８円（２２．７％）、市債９億２

３５０万円（１７．２％）、国庫支出金５億４６９９万２０００円（１０．

２％）、分担金及び負担金１億７２６７万２８０円（３．２％）である。 

不納欠損額は４７４万３０５２円で、その主な内訳は、分担金及び負担

金２７４万９２４０円、使用料及び手数料１９８万４７１２円である。 

処分は地方自治法等の規定に基づいて適正に処理され、その内容は、生
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活困窮等でやむを得ないものと認められたが、初期段階において猶予措置

を講じるなど、不納欠損の解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は３４１９万２１０２円で、その主な内訳は、使用料及び手

数料１７１１万２４８２円、分担金及び負担金１７０１万６２０円であり、

昨年より若干減少したところである。 

事業の健全な経営を確保するため、制度の周知を徹底し、個別訪問等に

よる定期的な働きかけを行って分納誓約による計画的な納付を促し、法的

な滞納処分を行うなど、早期に解消を図ることを求める。 

また、受益者負担金についても、今後も債権管理プランに基づく滞納整

理に取組むなど徴収の強化に努め、収入率の向上を図られたい。 

 

 ウ 歳出 

  （単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 5,279,000,800 4,958,438,200 320,562,600 

支 出 済 額 4,999,123,775 4,690,456,418 308,667,357 

執 行 率 ( ％ ) 94.7 94.6 0.1 

翌 年 度 繰 越 額 108,648,000 129,640,800 △ 20,992,800 

不 用 額 171,229,025 138,340,982 32,888,043 

 

   決算額は４９億９９１２万３７７５円で、予算現額に対して９４．７％の

執行率となっている。 

歳出の構成は、公債費２２億５８３５万６４８３円（４５．２％）、公共

下水道費１６億７０２万９４２７円（３２．１％）、流域下水道費８億１４

５０万３１３７円（１６．３％）、総務費３億８８１万３０３０円（６．

２％）である。 

翌年度繰越額はすべて公共下水道費である。 

不用額は１億７１２２万９０２５円で、主なものは総務費９４３７万２

９７０円、流域下水道費２３０９万８８６３円、公債費２２７５万７５１

７円である。 

公共下水道や流域下水道の建設、施設の維持管理など計画に基づいた生

活排水処理施設の整備を推進するにあたり、下水道の普及率５７．０％、

水洗化率９１．１％という状況であることから、効率的な整備を行うとと

もに、未接続世帯の減少に向け、水洗化の普及促進に一層の努力を求める。  
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農業集落排水特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 3 億 6727 万 6355 円 （対予算現額 100.9％） 

歳 出 3 億 5179 万 0969 円 （対予算現額  96.7％） 

形式収支額 1548 万 5386 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 367,276,355 342,753,246 

②歳出総額 351,790,969 333,169,560 

③形式収支額 （①－②） 15,485,386 9,583,686 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 15,485,386 9,583,686 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 363,888,000 341,684,000 22,204,000 

調 定 額 370,174,238 346,869,167 23,305,071 

収 入 済 額 367,276,355 342,753,246 24,523,109 

不 納 欠 損 額 870,602 400,110 470,492 

収 入 未 済 額 2,027,281 3,715,811 △ 1,688,530 

収 入 率 
対 予 算 100.9 100.3 0.6 

対 調 定  99.2  98.8 0.4 

 

   決算額は３億６７２７万６３５５円で、収入率は、予算現額に対し１００．

９％、調定額に対して９９．２％となっている。 

歳入の主な構成は、繰入金２億７０１２万７０００円（７３．５％）、使

用料及び手数料７７４７万２３６９円（２１．１％）、繰越金９５８万３６

８６円（２．６％）である。 

不納欠損額は８７万６０２円で、その主な内訳は、分担金及び負担金６

６万６９００円、使用料及び手数料２０万３７０２円である。 

下水道特別会計と同様に、処分は地方自治法の規定に基づいて適正に処

理されたものと認められるが、特定の受益者のための使用料・手数料や分
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担金であるので、初期段階において有効な措置を講じるなど、不納欠損の

解消に向けてより一層の取組みを求める。 

収入未済額は２０２万７２８１円で、その内訳は、分担金及び負担金１

０１万６２２５円、使用料及び手数料１０１万１０５６円であるが、制度

の周知を徹底し、個別訪問等による定期的な働きかけを行って分納誓約に

よる計画的な納付を促し、法的な滞納処分を行うなど、早期に解消を図る

ことを求める。 

 

 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 363,888,000 341,684,000 22,204,000 

支 出 済 額 351,790,969 333,169,560 18,621,409 

執 行 率 ( ％ ) 96.7 97.5 △ 0.8 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 12,097,031 8,514,440 3,582,591 

 

   決算額は３億５１７９万９６９円で、予算現額に対して９６．７％の執行

率となっている。 

歳出の構成は、公債費２億４１７３万９５８４円（６８．７％）、農業集

落排水事業費７６９６万６３６円（２１．９％）、総務費２５１４万７２８

４円（７．１％）である。 

不用額は１２０９万７０３１円で、主なものは農業集落排水事業費６３

０万４３６４円、総務費１１７万８７１６円である。 

 

  



31 

 

医療福祉モール特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 4707 万 7413 円 （対予算現額 100.0％） 

歳 出 4707 万 7413 円 （対予算現額 100.0％） 

形式収支額 0 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 47,077,413 52,368,294 

②歳出総額 47,077,413 51,285,251 

③形式収支額 （①－②） 0 1,083,043 

④翌年度へ繰り越すべき財源 0 0 

⑤実質収支額 （③－④） 0 1,083,043 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 47,081,000 51,288,000 △ 4,207,000 

調 定 額 47,077,413 52,368,294 △ 5,290,881 

収 入 済 額 47,077,413 52,368,294 △ 5,290,881 

不 納 欠 損 額 0 0 0 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算 100.0 102.1 △ 2.1 

対 調 定 100.0 100.0  0.0 

 

   決算額は４７０７万７４１３円であり、予算現額に対してほぼ１００％、

調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主な構成は、土地の売払いによる財産収入４５９９万２８２０円

（９７．７％）、繰越金１０８万３０４３円（２．３％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 47,081,000 51,288,000 △ 4,207,000 

支 出 済 額 47,077,413 51,285,251 △ 4,207,838 

執 行 率 ( ％ ) 100.0 100.0 0.0 

翌 年 度 繰 越 額 0 0 0 

不 用 額 3,587 2,749 838 

 

   決算額は４７０７万７４１３円であり、予算現額に対してほぼ１００％の

執行率となっている。 

歳出は全額、医療福祉モール事業費である。 

   大平地域に不足する診療科と福祉施設を一体的に整備するための特別会計

だが、積極的な施設誘致が進んだ結果、今年度をもって終了となる。 
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千塚町上川原産業団地特別会計 

ア 決算の状況 

歳 入 5 億 2351 万 5131 円 （対予算現額 87.9％） 

歳 出 5 億 2335 万 9011 円 （対予算現額 87.8％） 

形式収支額 15 万 6120 円  

（単位：円） 

           年度 

区分 
２７年度 ２６年度 

①歳入総額 523,515,131 1,094,781,036 

②歳出総額 523,359,011 1,026,925,905 

③形式収支額 （①－②） 156,120 67,855,131 

④翌年度へ繰り越すべき財源 60,000 66,879,443 

⑤実質収支額 （③－④） 96,120 975,688 

 

イ 歳入 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 595,896,443 1,100,982,000 △ 505,085,557 

調 定 額 523,515,131 1,094,781,036 △ 571,265,905 

収 入 済 額 523,515,131 1,094,781,036 △ 571,265,905 

不 納 欠 損 額 - - - 

収 入 未 済 額 0 0 0 

収 入 率 
対 予 算  87.9  99.4 △11.5 

対 調 定 100.0 100.0    0.0 

 

   決算額は５億２３５１万５１３１円であり、予算現額に対して８７．９％、

調定額に対して１００．０％の収入率となっている。 

歳入の主なものは、市債４億３９８０万円（８４.０％）である。 
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 ウ 歳出 

（単位：円、％） 

      年度 

区分 
２７年度 ２６年度 対前年度増減 

予 算 現 額 595,896,443 1,100,982,000 △ 505,085,557 

支 出 済 額 523,359,011 1,026,925,905 △ 503,566,894 

執 行 率 ( ％ ) 87.8 93.3 △ 5.5 

翌 年 度 繰 越 額 59,660,000 73,079,443 △ 13,419,443 

不 用 額 12,877,432 976,652 11,900,780 

 

   決算額は５億２３３５万９０１１円であり、予算現額に対して８７．８％

の執行率となっている。 

歳出は産業団地造成事業費が５億２１４０万９１０１円で９９．６％と

なっている。 

翌年度繰越額もすべて産業団地造成事業費である。 

今年度、早期の予約分譲を開始するとのことだが、産業の振興や雇用機

会の拡大などを目的とした企業誘致を積極的に進めるため、引き続き良好

な産業基盤の整備を図られたい。 
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(4) 財産に関する調書について 

 

    財産に関する調書について、当年度の異動を中心に審査したところ、調書の

内容に誤りはなく、計数も正確であると認められた。 

 

ア 公有財産（行政財産） 

   土地及び建物 

   土地の現在高は 4,278,542.505 ㎡、建物の現在高は 598,471.610 ㎡である。 

   増加した主なものは、土地については、入舟町地内の横山郷土館

1,533.250 ㎡、建物については、大平南小学校校舎ほか 5,349.420 ㎡である。 

減少した主なものは、土地については、老人デイサービスセンター

2,293.230 ㎡（(社福)都賀の里へ譲渡）、建物については、大平学校給食セ

ンター事務所ほか 988.980 ㎡（用途廃止）である。 

            

イ 公有財産（普通財産） 

 （ｱ） 土地及び建物    

    土地の現在高は 1,536,160.607 ㎡、建物の現在高は 11,268.075 ㎡であ

る。 

減少した主なものは、土地については、医療福祉モール 1,837.400 ㎡

（売却）、建物については、旧栃木第一小学校用地屋内運動場、物置ほか

1,000.460 ㎡（解体済み）である。 

 （ｲ） 山    林 

       山林の現在高は 1,299,525 ㎡、立木推定蓄積量は 11,954ｍ3である。 

日光杉並木オーナー制度の並木杉は６本である。 

 （ｳ） 有価証券 

       現在高は３２６０万円であり、内訳はケーブルテレビ株式会社１１００

万円、株式会社観光農園いわふね２１６０万円となっている。 

 （ｴ） 無体財産権 

       現在高は４７件であり、内訳は「とち介」・「Hearts 姫」・「コスもん」

など４０件の著作権、「とち介」・「こなら娘」・「桜おとめ」など７件の商

標権となっている。 

 （ｵ） 出資による権利 

       現在高は９億６５１１万４０００円であり、主なものは栃木県信用保証

協会出捐金４４８２万３０００円、栃木市水道事業出資金（旧藤岡町水

道事業出資金２５８０万円、旧西方町水道事業出資金５億１４２４万４

０００円、寺尾地区簡易水道事業出資金２億３０００万円）、栃木県農業
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信用基金協会出資金２３２９万円、(一財)藤岡町農業公社出捐金２００

０万円、(一財)都賀町農業公社出捐金２０００万円である。 

 

ウ 物      品 

取得価格５０万円以上の備品は、車両類（乗用車、特殊車両等）４２６ 

点を含む合計１６４７点となっている。 

 

エ 債      権 

     現在高は５億６９１０万３４６４円であり、主なものは栃木市土地開発公

社資金貸付金１億７５８０万４４０円、老人保健施設整備貸付金２億５９

１９万２０００円、観光農園施設整備等資金貸付金１億２２５万円となっ

ている。 

 

オ 基      金 

     栃木市土地開発基金ほか３１基金が設置され、その内訳は、現金１３９億

４８８４万６６６３円、貸付金７１７５万４１９８円、印紙等５１３万３

２５０円、不動産（土地）２，８８９㎡である。 

主なものは 栃木市財政調整基金７５億４１５７万２８４５円、栃木市減

債基金２４億１４４３万７５４０円、栃木市大澤基金９億８４０９万８５

７０円、栃木市庁舎建設基金７億９０４１万５１４７円である。 
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(5) 運用基金の状況について 

 

    各運用基金は、それぞれの設置目的にそって運用されており、その経理及び

現金等の保管は適正に行われ、かつ、基金の運用状況調書の計数は、関係諸

帳簿と符合し、正確であると認められた。 

なお、貸付及び回収には十分留意し、公正かつ効率的な運用に努められた

い。 

 

ア 土地開発基金 

当年度の運用状況を見ると、収入が１億１０４１万５５９１円（前年度

繰越額１億１０３３万９５２１円、利子７万６０７０円）、支出は０円であ

る。 

年度末現在の基金額は１億１０４１万５５９１円となっている。 

なお、土地開発基金の廃止や土地開発公社の解散については、現在訴訟

中の案件が存在することを踏まえ、現段階では、現状における問題点を整

理した上で、基金や公社の今後の在り方について充分に検討されたい。 

 

イ 印紙等購買基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が３５１８万３５０

円（前年度繰越額２６３万１８９０円、印紙等売捌額３２５４万８４６０

円）、支出は印紙等購入額３２３１万３６００円であり、印紙等については、

収入が３７６８万１７１０円（前年度繰越額５３６万８１１０円、印紙等

購入額３２３１万３６００円）、支出は印紙等売捌額３２５４万８４６０円

である。 

年度末現在の基金額は８００万円であり、内訳は現金２８６万６７５０

円、印紙等５１３万３２５０円となっている。 

 

ウ 保護費即時払基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が１８５７万４２５８

円（前年度繰越額１９万５３７４円、貸付金回収額１８３７万８８８４円）、

支出は貸付金１８５３万４０８１円であり、貸付金については、収入が１９

８３万８７０７円（前年度繰越額１３０万４６２６円、貸付額１８５３万４

０８１円）、支出は貸付金回収額１８３７万８８８４円である。 

年度末現在の基金額は１５０万円であり、内訳は現金４万１７７円、貸付

金１４５万９８２３円となっている。 
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エ 奨学基金 

当年度の運用状況を見ると、現金については、収入が６５３３万６２６

８円（前年度繰越額５４１１万９７６８円、貸付金回収額９４１万６５０

０円、一般会計繰入金１８０万円）、支出は貸付金１０１２万２０００円で

あり、貸付金については、収入が７９７１万８７５円（前年度繰越額６９

５８万８８７５円、貸付額１０１２万２０００円）、支出は貸付金回収額９

４１万６５００円である。 

年度末現在の基金額は１億２５５０万８６４３円であり、内訳は現金５

５２１万４２６８円、貸付金７０２９万４３７５円となっている。 

 


